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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第158期
第１四半期
連結累計期間

第159期
第１四半期
連結累計期間

第158期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (百万円) 320,247 318,218 1,585,497

経常利益 (百万円) 28,498 17,451 185,349

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 19,754 12,964 126,788

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 33,904 23,940 148,657

純資産額 (百万円) 581,371 656,967 669,019

総資産額 (百万円) 1,666,346 1,740,635 1,910,597

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 86.33 57.95 561.36

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 34.8 37.6 34.9
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ３　平成29年10月1日付で当社株式５株につき１株の割合で株式併合を実施したため、前連結会計年度の期首に

当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり四半期(当期)純利益を算定しております。

　　　４　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四

半期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な

経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

第２ [事業の状況]における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 業績の状況

日本経済は、好調な企業業績と底堅く推移する公共投資を背景に、設備投資の緩やかな増加と雇用の着実な改善

が続くとともに、個人消費も上向いており、全体として緩やかな回復基調を続けました。

建設業界においては、政府建設投資・民間建設投資ともに底堅く推移したことから、経営環境は堅調さを維持し

ました。

こうした状況のもと、当社グループの当第１四半期連結累計期間の経営成績は次のとおりとなりました。

売上高につきましては、概ね前年同期並みの3,182億円となりました。　

利益につきましては、売上総利益は土木事業、建築事業及び開発事業の利益率悪化等により前年同期比20.9％減

の361億円となり、販売費及び一般管理費が同8.9％増の209億円となったことから、営業利益は同42.5％減の152億

円となりました。また、経常利益は営業外損益の好転があったものの、営業利益の減少により同38.8％減の174億円

となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は固定資産売却益の計上等に伴う特別損益の好転及び法人税等

の減少により同34.4％減の129億円となりました。

 

報告セグメント等の業績を示すと次のとおりであります（報告セグメント等の業績については、セグメント間の

内部取引を含めて記載しております。）。

 

①土木事業

売上高は、当社及び連結子会社の減少により前年同期比2.3％減の889億円となり、減収に加え当社及び連結子

会社の利益率悪化により完成工事総利益が減少したことから営業利益は同32.7％減の50億円となりました。

②建築事業

売上高は、連結子会社の増加により前年同期比0.5％増の2,187億円となったものの、当社及び連結子会社の利

益率悪化により完成工事総利益が減少したことから営業利益は同46.5％減の83億円となりました。　

③開発事業

売上高は、連結子会社の減少により前年同期比0.8％減の248億円となり、減収に加え連結子会社の利益率悪化

により開発事業総利益が減少したことから営業利益は同63.2％減の10億円となりました。

④その他

売上高は、前年同期比23.1％減の21億円、営業利益は同11.2％増の３億円となりました。
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(2) 財政状態

①資産の状況

資産合計は、現金預金の減少等により前連結会計年度末比8.9％・1,699億円減少し、１兆7,406億円となりまし

た。　

②負債の状況

負債合計は、支払に伴う工事未払金の減少等により前連結会計年度末比12.7％・1,579億円減少し、１兆836億

円となりました。なお、資金調達に係る有利子負債残高は、同10.5％・260億円減少し、2,213億円となりまし

た。　

③純資産の状況

純資産は、自己株式の取得等により前連結会計年度末比1.8％・120億円減少し、6,569億円となりました。ま

た、自己資本比率は、同2.7ポイント増の37.6％となりました。　

 

(3) 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

当第１四半期連結累計期間において、重要な変更等はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費は21億円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
　(5) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間における受注実績は、主として当社の土木事業及び建築事業の受注が減少したことに

より、前第１四半期連結累計期間と比較して著しく減少しました。

 

(受注実績)

報告セグメント等の名称
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

比較増減
（△）

土木事業　　　 （百万円） 136,882 81,078 △55,803

建築事業　　　 （百万円） 231,767 137,117 △94,649

開発事業　　　 （百万円） 25,830 24,681 △1,148

その他　　　　 （百万円） 2,198 1,470 △727

合計 396,679 244,348 △152,330
 

(注)　セグメント間の取引を相殺消去しております。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 440,000,000

計 440,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年８月７日)

上場金融商品取引所名
又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 224,541,172 224,541,172
東京・名古屋証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
100株であります。

計 224,541,172 224,541,172 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成30年６月30日 ― 224,541,172 ― 122,742 ― 30,686
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日である平成30年３月31日の株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成30年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 289,600
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 223,766,300
 

2,237,663 ―

単元未満株式 普通株式 485,272
 

― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 224,541,172 ― ―

総株主の議決権 ― 2,237,663 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の株式数及び議決権の数には、証券保管振替機構名義の株式が 1,200株(議

決権12個)含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には自己保有株式が40株含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成30年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 東京都新宿区西新宿
       一丁目25番１号

289,600 ─ 289,600 0.13
大成建設株式会社

計 ― 289,600 ─ 289,600 0.13
 

(注) 当社は、平成30年５月11日に開催された取締役会の決議に基づき、当第１四半期会計期間において、当社普通

株式3,135,100株を取得いたしました。この結果、当第１四半期会計期間末日における完全議決権株式(自己株

式等)は、単元未満株式の買取りにより取得した株式数を含めて3,425,000株となっております。また、この他

に単元未満の自己株式69株を保有しております。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平成

30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 687,456 586,691

  受取手形・完成工事未収入金等 ※2  441,630 ※2  351,955

  未成工事支出金 50,094 73,668

  たな卸不動産 86,207 90,039

  その他のたな卸資産 2,757 4,174

  その他 ※2  59,514 ※2  43,249

  貸倒引当金 △173 △84

  流動資産合計 1,327,486 1,149,694

 固定資産   

  有形固定資産 188,397 181,660

  無形固定資産 11,553 12,050

  投資その他の資産   

   投資有価証券 337,382 353,491

   退職給付に係る資産 9,560 10,489

   その他 37,970 35,038

   貸倒引当金 △1,753 △1,789

   投資その他の資産合計 383,159 397,229

  固定資産合計 583,110 590,940

 資産合計 1,910,597 1,740,635
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 ※2  509,576 ※2  433,420

  短期借入金 87,029 75,866

  ノンリコース短期借入金 2,950 －

  1年内償還予定の社債 10,000 －

  1年内償還予定のノンリコース社債 500 －

  未成工事受入金 148,515 142,747

  完成工事補償引当金 3,128 3,652

  工事損失引当金 9,393 8,026

  受注損失引当金 3 3

  その他 ※2  251,528 ※2  201,453

  流動負債合計 1,022,625 865,168

 固定負債   

  社債 40,000 40,000

  長期借入金 106,899 105,469

  役員退職慰労引当金 391 331

  関係会社事業損失引当金 40 31

  環境対策引当金 89 77

  独占禁止法関連損失引当金 10,693 10,693

  退職給付に係る負債 35,787 35,613

  その他 25,050 26,282

  固定負債合計 218,951 218,499

 負債合計 1,241,577 1,083,668

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 122,742 122,742

  資本剰余金 60,199 60,199

  利益剰余金 382,462 378,607

  自己株式 △1,490 △20,664

  株主資本合計 563,913 540,884

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 98,579 109,326

  繰延ヘッジ損益 △115 △97

  土地再評価差額金 △1,244 △1,244

  為替換算調整勘定 △3,057 △3,361

  退職給付に係る調整累計額 9,078 9,614

  その他の包括利益累計額合計 103,239 114,237

 非支配株主持分 1,867 1,845

 純資産合計 669,019 656,967

負債純資産合計 1,910,597 1,740,635
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

売上高   

 完成工事高 289,813 289,494

 開発事業等売上高 30,434 28,724

 売上高合計 320,247 318,218

売上原価   

 完成工事原価 251,366 258,358

 開発事業等売上原価 23,106 23,664

 売上原価合計 274,472 282,023

売上総利益   

 完成工事総利益 38,446 31,135

 開発事業等総利益 7,328 5,059

 売上総利益合計 45,775 36,195

販売費及び一般管理費 19,196 20,913

営業利益 26,578 15,281

営業外収益   

 受取利息 302 72

 受取配当金 1,597 1,759

 その他 699 823

 営業外収益合計 2,598 2,655

営業外費用   

 支払利息 448 358

 租税公課 － 99

 匿名組合投資損失 186 6

 その他 44 20

 営業外費用合計 679 485

経常利益 28,498 17,451

特別利益   

 固定資産売却益 8 1,593

 その他 0 85

 特別利益合計 9 1,679

特別損失   

 固定資産除却損 6 71

 関連事業損失 － 167

 その他 14 14

 特別損失合計 21 253

税金等調整前四半期純利益 28,485 18,877

法人税等 8,716 5,908

四半期純利益 19,768 12,968

非支配株主に帰属する四半期純利益 14 4

親会社株主に帰属する四半期純利益 19,754 12,964
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

四半期純利益 19,768 12,968

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 13,557 10,748

 繰延ヘッジ損益 1 10

 為替換算調整勘定 △112 △307

 退職給付に係る調整額 821 531

 持分法適用会社に対する持分相当額 △131 △11

 その他の包括利益合計 14,135 10,971

四半期包括利益 33,904 23,940

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 33,915 23,962

 非支配株主に係る四半期包括利益 △10 △21
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)
 

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

（税金費用の計算）

税金費用に関しては、主として当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。

ただし、税引前四半期純損失となった場合等には、法定実効税率を乗じて計算しております。

 
 

　

(追加情報)
 

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

 
 

　

 

(四半期連結貸借対照表関係)

 １ 偶発債務

(1) 保証債務

連結会社以外の会社等の借入金等に対して保証を行っております。
 

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

 
当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

加賀アスコン㈱ 506百万円 加賀アスコン㈱ 482百万円

住宅ローン諸口 304 住宅ローン諸口 204 

その他 108 その他 109 

計 918 計 796 
 

 

 

(2) 追加出資義務

連結会社以外の特定目的会社の借入金返済義務等に対して追加出資義務を負っております。
 

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

 
当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

駿河台開発特定目的会社 15,680百万円 駿河台開発特定目的会社 15,680百万円
 

なお、上記の追加出資義務については連結会社の負担額を記載しております。
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※２ 四半期連結会計期間末日満期手形等

四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって

決済処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間の末日が金融機関の休業日であったため、次の四半期連結

会計期間末日満期手形等が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

受取手形 592百万円 426百万円

電子記録債権 1,066百万円 814百万円

営業外受取手形 53百万円 46百万円

支払手形 6,605百万円 5,663百万円

電子記録債務 21,628百万円 22,164百万円

営業外支払手形 8百万円 10百万円
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を

含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりであります。
 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

減価償却費 1,657百万円 1,779百万円

のれんの償却額 －百万円 10百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

１ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 13,744 12.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
 

 

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期

連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

２　株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成29年５月12日に開催された取締役会において、会社法第165条第３項の規定によ

り読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について決議

いたしました。これを受け、東京証券取引所における市場買付の方法により平成29年５月15日

から平成29年６月30日までに普通株式9,883,000株、9,595百万円の取得を行いました。

 
当第１四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日）

１ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 16,818 75.00 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金
 

(注) 平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前第１四半期連結累

計期間の１株当たり配当額は株式併合前の金額を記載しております。

 

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期

連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

２　株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成30年５月11日に開催された取締役会において、会社法第165条第３項の規定によ

り読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について決議

いたしました。これを受け、東京証券取引所における市場買付の方法により平成30年５月14日

から平成30年６月30日までに普通株式3,135,100株、19,172百万円の取得を行いました。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３土木 建築 開発 計

売上高         

外部顧客への売上高 84,895 209,205 23,948 318,049 2,198 320,247 － 320,247

セグメント間の内部売上高
又は振替高

6,115 8,505 1,094 15,715 594 16,310 △16,310 －

計 91,010 217,710 25,043 333,764 2,793 336,558 △16,310 320,247

セグメント利益 7,535 15,664 2,966 26,165 270 26,436 142 26,578
 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、受託研究・技術提供・環境測定

等建設業に付帯関連する事業、レジャー関連事業、その他サービス業等を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額142百万円は、セグメント間取引消去等によるものであります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３土木 建築 開発 計

売上高         

外部顧客への売上高 83,709 209,006 24,031 316,748 1,470 318,218 － 318,218

セグメント間の内部売上高
又は振替高

5,199 9,714 822 15,736 676 16,412 △16,412 －

計 88,909 218,721 24,854 332,484 2,147 334,631 △16,412 318,218

セグメント利益 5,072 8,385 1,090 14,548 300 14,849 432 15,281
 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、受託研究・技術提供・環境測定

等建設業に付帯関連する事業、レジャー関連事業、その他サービス業等を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額432百万円には、セグメント間取引消去等443百万円、のれん償却額△10百万円が含

まれております。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

EDINET提出書類

大成建設株式会社(E00052)

四半期報告書

15/18



 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

１株当たり四半期純利益 86.33円 57.95円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益 （百万円） 19,754 12,964

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益

（百万円） 19,754 12,964

普通株式の期中平均株式数 （千株） 228,815 223,729
 

 (注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　平成29年10月１日付で当社株式５株につき１株の割合で株式併合を実施したため、前連結会計年度の期首

に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益を算定しております。

 

(重要な後発事象)

 該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年８月６日

大成建設株式会社

代表取締役社長 村 田 誉 之 殿

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 金   子   寛   人 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 塚   原   克   哲 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大   津   大 次 郎 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大成建設株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大成建設株式会社及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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